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学校給食の共同調理場への移行について 

 

新城市教育委員会 

 

 新城市では、これまで児童・生徒の心身の健全な発達のため、安全・安心な学校給食を全

１８校（小学校１３校・中学校５校（作手中は作手小で調理したものを運搬））で調理・提

供してきました。 

しかし、施設の老朽化、衛生管理基準への対応、調理員不足など様々な課題が重なり、今

後も安定的に継続して学校給食を提供することが困難な状況になってきました。そのため、

次頁のとおり共同調理場での調理に移行することとしました。 

 慣れ親しんだ各学校の調理から大きな方針転換となりますが、今後も学校給食を継続し

ていくため、本市の目指す学校給食の姿を「新城市学校給食基本方針」として策定しました。

これまで調理員始め多くの関係者で培ってきた自校給食の良さや食育の考え方を継承し、

共同調理場ならではのメリットを生かして学校給食を提供してまいります。今後ともご理

解とご協力をお願いします。 

  

新城市学校給食基本方針 

これまで新城市の学校給食は、調理員を始め多くの方々の知識と経験によって支えられ、

安全安心で温かく美味しい給食を各学校の給食室から提供してきました。しかし、自校調理

方式を継続する上で様々な課題が重なり、給食の継続実施が難しくなりました。そこで課題

解決に向けて施設整備の在り方等の検討を進め、川路地区に共同調理場を整備し共同調理方

式を導入することとしました。 

これまで慣れ親しんだ自校調理方式からの大きな方針転換となりますが、共同調理場では最

新の調理設備や炊飯設備を導入し、自校調理方式では難しかった焼き料理等の献立の充実を図

ります。他にも食材の集中発注による「地場産物」の積極的な活用や、高度に衛生管理された

アレルギー対応室での調理等を行うことで、課題解決を図ります。 

また、これまで積み上げてきた新城市の学校給食の伝統に新たな手法を加えることで、新城

市の児童生徒がさらに給食を楽しめる環境を整えていきます。 

学校給食は「生きた教材」であり、児童生徒の健康増進、体力向上に寄与します。食育を通

じて正しい食習慣と食に関する知識を養い、教育の三本柱である「体育・徳育・知育」の基礎

を培うためにも、将来にわたり安定的な給食の提供を続けることが肝要です。 

そこで、これまで自校調理方式で実現されてきた給食の良さや、実施されてきた食育の考え

方を継承し、共同調理方式のメリットを生かして、安定的に安全安心な学校給食を提供できる

ように「新城市学校給食基本方針」を次のとおり定めます。 

①安全安心な給食の安定的な提供 

②食育の推進 

③地産地消の促進 

④郷土愛を育む献立の充実 

令和４年３月 新城市教育委員会 

 

【ご意見やご質問はこちらへお願いします】 

教育委員会 教育総務課 学校給食係 

電話：0536-23-7633 

FAX：0536-23-8388 

メール：shinky@city.shinshiro.lg.jp 



■学校給食提供に係る課題 

 現在、本市の学校給食は、作手地区の学校の親子方式※を除き、全１８学校で自校調理を

実施しています。しかし次の①～⑤の課題を抱えながら給食提供を行っており、今後も安定

的に学校給食の提供を続けることが困難になっています。 

 ※親子方式・・作手小（親）で調理を行い、作手中（子）へ運搬する方式 

 

①老朽化した施設への対応 

 建設後５０年以上経過した給食室が３校、４０年以上が６校、３０年以上が６校と、多く

の学校において経年による老朽化が進んでいます。 

【学校別建築年数】 

学校名 建設年 経年 学校名 建設年 経年 

新城小 S４５年 ５２年 黄柳川小 H２４年 １０年 

千郷小 H ２年 ３２年 東陽小 S５１年 ４６年 

東郷西小 S６３年 ３４年 鳳来東小 S５２年 ４５年 

東郷東小 S４９年 ４８年 作手小 H２９年 ５年 

舟着小 S５６年 ４１年 新城中 S３９年 ５８年 

八名小 H ９年 ２５年 千郷中 S５８年 ３９年 

庭野小 S６２年 ３５年 東郷中 S５５年 ４２年 

鳳来中部小 S６０年 ３７年 八名中 S６２年 ３５年 

鳳来寺小 S５４年 ４３年 鳳来中 S４４年 ５３年 

 

②衛生管理基準への対応 

 学校給食施設は「学校給食衛生管理基準」や「大量調理施設衛生管理マニュアル」など

に基づきドライシステムを導入し調理を行う必要がありますが、現状の施設ではこれに対

応していません。そこで、できるだけ基準に沿うようドライ運用（できるだけ床に水を落

とさない運用）を心掛けていますが、衛生面などで優れるドライシステム化された調理場

の整備が必要です。 

 

③増加するアレルギー食への対応 

各学校では、アレルギー原因食物である卵・乳の除去を行うアレルギー対応食を提供して

います。アレルギー対応食の調理は、アレルギー原因食物の混入を防ぐため専用の調理室を

設けることが望ましいとされています。現在の調理室ではそのスペースが無いため、調理員

が細心の注意を払って対応する必要があり、調理員の負担が大きくなっています。 

【学校別アレルギー食対応状況（単位：人）】 

学校名 卵除去対応 乳除去対応 卵・乳除去対応 合計 

小学校 ２７ １５ １０ ５２ 

中学校 ４ ４ １ ９ 

合計 ３１ １９ １１ ６１ 

 

④慢性的な調理員不足への対応 

 各校の調理員については、必要な人数を安定的に確保できず、随時募集を実施してきまし

たが、改善できていないのが現状です。そのため、各校の調理員が病気や都合により勤務で

きない時には、他校から不足する学校へ応援調理員を派遣し、何とか給食が提供できなくな

ることを避けているのが現状です。 

 



⑤給食食材の配送の継続 

 市内業者を始め、様々な納入業者に食材を全小中学校に配送していただいております。た

だ、市域が大変に広いため、食材の量や学校までの距離など配送に係るコストや時間的な制

約などで、納入業者の負担が過大となっています。 

 

■共同調理場移行までの検討経過 

 これらの課題を整理し、今後も学校給食を継続するためには、どのような方法で対応でき

るのか、次のとおり検討を重ねてきました。 

時期 検討経過 概要 

平成２７年

３月 

新城市の学校給食の 

あり方検討会（４回開催） 

自校調理方式、親子方式、給食センター方式の３方式のメリ

ットやデメリットを財政面・工程面・衛生面といった様々な

観点で整理・検証。 

平成３０年

６月 
定例教育委員会 

学校給食に係る多くの課題に対応するため、ある程度の給食施

設の集約を提案。 

（結論）中学校単位での「親子方式」とする。 

平成３０年 

１０月 
校長会からの要望 

給食を継続実施するため、センター方式転換への要望書が提出

される。 

（内容）早期に新城・鳳来両地区の２か所に共同調理場を建設

し、給食提供を維持することの要望。 

平成３０年

１１月 
定例教育委員会 

校長会要望を踏まえ、学校給食に係る多くの課題や法律等への

対応のため、現状で考えられる現実的な方式として、「親子方

式」から「複数の中学校区」を単位とした共同調理場方式への

修正案を事務局から説明。 

（結論）継続審議 

平成３０年

１１月 

定例教育委員会 

（再説明） 

「親子方式」から「複数の中学校区」を単位とした共同調理場

方式への修正案を協議するも、統一見解はならず、継続審議。 

平成３０年

１１月 
総合教育会議 

市長と教育委員で意見交換し、市長が「教育委員会の独立性、

自主性を尊重し、早急に意思統一と意見集約をお願いしたい」

と要望。 

平成３０年

１２月 
定例教育委員会 

複数の中学校区を単位とした共同調理場方式（市内２か所）へ

の方針転換について協議。 

（結論）校長会要望や事務局案に沿った方針に対し、教育委員

全員が賛同。 

平成３１年

３月 

新城市学校給食施設 

整備方針策定 

当初作手地区で先行実施している親子方式を中心に、各地区で

親子方式の整備を検討したが、新城（八名中敷地内）・鳳来地区

（鳳来中敷地内）に共同調理場を２か所建設（親）し、２校に

隣接する中学校（子）に配送する施設整備案をまとめた。 

・親）作手小  子）作手中 

・親）八名中  子）新城中学校区・千郷中学校区・八名小 

・親）鳳来中  子）東郷中学校区・鳳来中学校区 

令和２年 

１月 
定例教育委員会 

２か所案について、基本計画策定過程で判明した課題等を解消

するためには、２か所の共同調理場建設案から１か所に集約す

る方法しかなく、１か所案を事務局から説明。 

（結論）事務局案に対し承認をいただく。 

令和２年 

５月 

共同調理場整備基本計画 

・基本設計策定 

周辺の環境や交通などへの影響が少なく、各学校への配送計画

を検討した結果、市の中央部に位置する川路萩平地区に共同調

理場を整備する案を策定。 

令和３年 

５月 
共同調理場実施設計策定 

川路萩平地区への共同調理場建設に向け、詳細部分の設計を実

施。 

  



■共同調理場で変わらないこと・変わること 

【変わらないこと】 
 ①地産地消の継続 

これまで同様に、地元食材を積極的に使った学校給食を提供します。 
 ②温かい給食の提供 

 保温性の高い食缶に、できたての温かい給食を詰め各学校へ届けます。 
【変わること】 

①安定的な給食の提供 
これまで懸念されてきた食材納入や調理員の配置が確実にでき、給食を安心して継

続提供できるようになります。 
②新たな調理機器の導入 
 これまで市外から配達していたご飯を、共同調理場内の設備にて炊飯します。これ
によりこれまで提供できていない混ぜご飯などが提供可能となります。また大型のス
チーム調理機器で焼き料理も可能になるなど、献立メニューの種類が増えます。 
③アレルギー調理室の整備 

    これまでと異なり、調理工程を完全に独立させ、アレルギー調理室でアレルギー原
因食物の混入を防ぎながらアレルギー対応食の調理を行うため安全性が向上します。 
④調理業務等の業務委託 

   一度に大量の給食を調理し、日々安全・確実に各学校へ配送するには、経験豊富な
専門会社の力が必要です。調理～配送～学校での受け取り～食器回収・洗浄・消毒の
一連の業務を、安全かつ効率的に実施できる業者に委託します。 

 

■共同調理場施設概要と施設整備スケジュール 

・建設場所 新城市川路字萩平地内 
・構  造 鉄骨造(一部鉄筋コンクリート造)地上３階地下１階 
・各階構造 地下 1階）荷受け・検収室、事務室 
      地上１階）会議・研修室、食育展示スペース 
      地上２階）調理スペース、給食搬出スペース 
      地上３階）食育用見学通路 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業スケジュール 共同調理場への移行については、様々な調整が必要です。今後は本体
工事のほか、受入施設工事を進めます。また、共同調理場稼働後には、
調理・配送・各学校での給食受取の一連の業務を全て専門業者に委託し
ます。このため、令和４年度に委託業者の選定を行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※本体工事   令和４年度中に建設工事に着手、令和６年度上旬に完成予定です。 
※各学校工事  共同調理場で調理した給食は、保温性の高い専用食缶に詰め専用コン

テナへ格納し毎日各学校へ配送します。配送された給食を学校側で受け
取るために専用の受入口が必要となりますので、既存の各学校の給食室
等を改修し、新たな受入施設を整備します。 


